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幼稚園教育実習とチーム援助体験型プログラムの教育効果の比較

本　田　真　大＊

Effects of Student Support Team Program in Kindergarten Teacher 
Training Compared with Teaching Practice

要　約

　本研究の目的は幼稚園教員養成においてチーム援助体験型プログラムの効果を検証することである。
このプログラムは事例演習，ならびに母親役と幼稚園教諭役のロールプレイが含まれている。チーム援
助体験型プログラムを受講した17名（介入群）と幼稚園教育実習に参加した14名（対照群）を対象に２
回の質問紙調査を実施した。分散分析の結果，交互作用は認められず，「外在化問題への対応効力感」，「内
在化問題への対応効力感」，そして被援助志向性の「被援助に対する期待感」の３つに時期の主効果が
見られた。本研究の結果からチーム援助体験型プログラムの効果と限界について議論された。

＊Masahiro HONDA：北海道教育大学函館校
キーワード：幼稚園教員養成，チーム援助，援助要請，被援助志向性，教育相談

問題と目的

　１．幼稚園教諭・保育士・保育教諭が行うチー
ム援助の必要性

　文部科学省（2002）は幼稚園教諭に求められる
資質・能力として「特別な教育的配慮を要する幼
児に対応する力」，「保護者及び地域社会との関係
を構築する力」，などの８つを挙げている。また
幼稚園教育要領（文部科学省，2017），幼保連携
型認定こども園教育・保育要領（内閣府・文部科
学省・厚生労働省，2017），保育所保育指針（厚
生労働省，2017）では子育ての支援が以前よりも
重視され，地域社会において保護者とより良い関
係を形成しながら教育・保育を行うことの重要性
が高まっていると言えよう。これらの制度上の必
要性のみでなく，実際に幼稚園・保育所において
発達やコミュニケーションの問題などで気になる
子どもが一定数存在することが報告されている
（泉・奥山，2008）。したがって幼稚園教諭や保

育士，保育教諭には子どもや保護者の子育てに対
する援助，すなわち教育相談・保育相談の実践力
が今まで以上に求められているのが現状であり，
幼稚園教員養成において教育相談の実践力を高め
るための大学授業の充実が求められる。
　保護者と協働しながら子どもの援助を行うため
の教育相談の方法にはチーム援助（田村・石隈，
2003）がある。チーム援助は学校心理学に基づい
た方法であり，保護者を「自分の子どもの専門家」
として尊重し，教師，保護者，スクールカウンセ
ラーなどが異なる専門性を有する対等な専門家同
士として子どもの援助について話し合う相互コン
サルテーションの一形態と言える（石隈，1999）。
チーム援助の具体的な進め方は，保護者や担任教
師の援助要請をきっかけに複数の援助者が集まり，
各自の有する子ども個人の自助資源や困難さ，環
境（援助資源など）の情報を共有し，援助方針を
立てた上で具体的な援助案を立案するという流れ
で行われる（石隈・田村，2003）。現在ではチー
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ム援助の実践事例が数多く報告されている一方で
（例えば，石隈・山口・田村，2005），チーム援
助の教育プログラムの研究の必要性（八並，
2006）などの新たな課題が指摘されている（石隈，
2011）。現職教員を対象としたチーム援助の研修
等は昨今行われているものの，その効果を検証し
た研究や幼稚園教員養成段階の学生を対象とした
研究は少ない。そのような中で，本田（2018）は
幼稚園教員養成教育における「チーム援助体験型
プログラム」を開発している。

　２．チーム援助体験型プログラム（本田，
2018）の概要

　チーム援助体験型プログラムの概要はTable 1
の通りである。詳細は本田（2018）に記載されて
いるが，本プログラムの特徴は「個別事例理解の
演習」と「チーム援助ロールプレイ」にある。第

３回～第７回で実施する「個別事例理解の演習」
では，特定の問題状況にいる子どもの事例（架空
事例）を提示し，第２回と同様の流れでランダム
にグループを作り，事例について話し合いを行う
（Table 2）。そして，第８回では第３回～第７回
で取り上げた事例に関するより詳細な解説を講義
形式で行う。
　第９回でチーム援助に関する講義を行った後，
第10回～第14回は「チーム援助ロールプレイ」を
行う。特定の問題状況にいる子どもの事例（架空
事例）を提示し，ランダムに３人グループを作っ
て役割（母親役，教師役，教頭役）を決める。チー
ム援助のコーディネーター役は教頭役が行い，話
し合い後の発表者は母親役とし，毎回のグループ
で体験したことのない役割を優先して体験するよ
うに伝え，全員が最低１回は母親役を体験するよ
うにグループを調整する。90分の授業の構成は

Table 1　チーム援助体験型プログラムの構成

セッション 計　　画 教授形態 内　　　容 事例の特徴
１ オリエンテーション 講義 プログラム全体の説明 ―
２ グループ活動の体験 講義 幼稚園教諭が行う子育て支援 ―
３ 個別事例理解の演習 演習 【事例１】幼稚園に来ると話さなくなる 選択性緘黙（場面緘黙）
４ 個別事例理解の演習 演習 【事例２】母親と離れたがらず，幼稚園に行かない 分離不安
５ 個別事例理解の演習 演習 【事例３】おねしょがなくならない 夜尿
６ 個別事例理解の演習 演習 【事例４】夜中に突然，泣き叫ぶ 夜驚
７ 個別事例理解の演習 演習 【事例５】同じ動作を何回も繰り返す チック
８ 個別事例理解の演習 講義 事例の詳細な解説 ―
９ チーム援助の基礎知識 講義 チーム援助の理論と進め方 ―
10 チーム援助ロールプレイ 演習 【事例６】幼稚園に来ると話さなくなる 選択性緘黙（場面緘黙）
11 チーム援助ロールプレイ 演習 【事例７】１番にこだわる 注意欠如／多動性障害
12 チーム援助ロールプレイ 演習 【事例８】他児をよく叩く，蹴る 注意欠如／多動性障害
13 チーム援助ロールプレイ 演習 【事例９】お絵かきや製作をしない 自閉症スペクトラム障害
14 チーム援助ロールプレイ 演習 【事例10】他児と遊べない 自閉症スペクトラム障害
15 全体のまとめ 講義 事例及びチーム援助の詳細な解説 ―

Table 2　個別事例理解の演習の１セッションの進め方

時間 内　　容
５分 前回の振り返り
15分 事例検討（個人）
５分 グループ分け（３～４名）・役割決定
20分 事例検討（グループ）
20分 事例検討の結果の発表（全体）
20分 事例の解説（資料配布）
５分 まとめ
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Table 3の通りであり，ロールプレイ部分の進め
方はチーム援助の研修方法（石隈・田村，2003）
を参考にし，ロールプレイの際に架空事例演習に
よって得た知識や考え方を活かしつつ，子どもの
良いところ，気になるところ，援助したこととそ
の結果，という３点から情報を整理し，母親に配
慮した言葉かけ（情報の伝え方，共感的な関わり，
など）を疑似体験することを主な目標として実施
する。
　このチーム援助体験型プログラムを実施した先
行研究には本田（2018）と金山・金山・本田（2018）
がある。本田（2018）では本プログラムの効果を
検証し，13名のデータの分析の結果，幼児理解力
と保育者効力感に向上が認められたものの，被援
助志向性には変容が見られなかった。さらに，
「チーム援助ロールプレイ」の各回の学生の記録
用紙から援助方針と援助案の部分を質的データと
して分析した結果，学生はロールプレイを通して
チーム援助の「多面的な情報収集」，「複数の援助
者による援助」，「援助方針の共有」という３点を
一定の水準で行うことができたことが確認され，
本プログラムがチーム援助を遂行する能力を高め
る可能性が示唆された。金山他（2018）はTable 
1に示す事例６～９を取り上げて「チーム援助ロー
ルプレイ」を行った。22名のデータの分析の結果，
問題行動対応効力感（三本・金山，2010）の２つ
の側面である「外在化問題への対応」，「内在化問
題への対応」の両方に向上が確認された。そして，
これらの効力感が向上した理由として，「チーム

援助ロールプレイ」が反省的実践の場として機能
した点，学生同士の観察や考えの共有による学び
合いが行われた点，他者のロールプレイへの
フィードバックにおいて「こうすればもっと良く
なる」という言い方で安心感・安全感のある学習
環境を保障した点，学生が楽しんで授業に取り組
んだ点，の４点を挙げている。
　これらの２つの研究から，チーム援助体験型プ
ログラムの一定の効果が得られている。しかし研
究上の課題として，本田（2018），金山他（2018）
は共に統制群が設定されていないという研究デザ
イン上の課題を挙げている。そこで本研究では本
田（2018）のチーム援助体験型プログラムの効果
検証において，効果を比較する対照群として幼稚
園教育実習に参加した学生を設定する。この対照
群の設定により，チーム援助体験型プログラムの
効果を教育実習で得られる学習効果と比較できる
ため，本プログラムの幼稚園教員養成教育として
の効果を検証する知見が得られると期待される。

　３．本研究における効果検証の方法と目的
　本プログラムの効果については，問題行動対応
効力感と被援助志向性の点から検証する。本田
（2018）では保育者効力感（三木・桜井，1998）
の向上が見られ，金山他（2018）では問題行動対
応効力感の向上が確認されたことから，本プログ
ラムでは保育者として子どもへの援助をする上で
の効力感を高める効果があると考えられる。そこ
で，本研究でも効力感の向上効果について検証する。

Table 3　チーム援助ロールプレイの１セッションの進め方

時間 内　　容
５分 前回の振り返り
５分 グループ分け（３～４名）・役割決定
５分 事例紹介（回収資料として事例配布）
20分 ロールプレイ
５分 実施直後の各役割の感想
10分 グループでの話し合い
10分 話し合い後の各役割の感想
10分 話し合いの結果の発表（全体）
15分 事例の解説（資料配布）
５分 まとめ
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　被援助志向性は自分一人で解決できない状況で
援助を求めることに対する認知である（水野・石
隈，1999）。チーム援助は教師が教育実践上の困
難を感じて他の教師に援助を求めることが１つの
きっかけとなるため，教師自身が援助要請に対し
て肯定的な認知を有することはチーム援助の促進
に有効であると言える。田村・水野・石隈（2012）
も教員養成の段階から被援助志向性を高めること
の意義を指摘している。本プログラムの受講を通
して援助・被援助の経験を重ねることで，被援助
志向性が肯定的になると予想されるが，本田
（2018）では被援助志向性の向上効果は確認され
ていない。本研究では教員養成教育における被援
助志向性の重要性を踏まえて，本田（2018）では
効果が認められなかったが再度検証することとし
た。
　以上より本研究では幼稚園教育実習参加学生と
の比較によるチーム援助体験型プログラムの教育
効果の検証を目的とする。

方　法

　１．調査対象者
　開放制教員養成を行っている国立大学法人A大
学で，介入群はX年度の前期に開設された幼稚園
教諭免許の教育相談に関する授業科目でチーム援
助体験型プログラムを受講し，調査に同意が得ら
れた大学生３年次16名と４年次１名（女性）の合
計17名（男性２名，女性15名，平均年齢20.12±0.33
歳）であった。対照群はX＋１年度に幼稚園教育
実習に参加した大学生３年次８名と４年次６名の
合計14名（全員女性，平均年齢20.93±0.77歳）の
うち，X年度に介入群に実施されたチーム援助体
験型プログラムの授業科目を履修した４年次６名
を除く，３年次８名（全員女性，平均年齢20.38
±0.52歳）であった。

　２．実践方法
　介入群には本田（2018）によるチーム援助体験
型プログラムが実施された。なお，大学授業とし
ての本科目の到達目標は，「幼児期にみられる問
題（主として個別の事例）への基本的な対応方法
の知識を得る」，「幼稚園教諭同士の連携の仕方，

保護者や専門機関（病院など）との連携の仕方，
話し合いの進め方を体験を通して理解する」の２
点であった。
　対照群は幼稚園教育実習に４週間参加した学生
であり，教育実習の中で学生が保護者への直接的
な援助や教育相談，保護者を含めたチーム援助を
行う内容は含まれていなかった。

　３．調査方法
　介入群に対しては，チーム援助体験型プログラ
ムの第１回（pre），第15回（post）に質問紙調査
を行った。対照群に対しては，教育実習の約１週
間前（pre），教育実習の約４週間後（post）に質
問紙調査を行った。
　倫理的配慮に関して，データの対応を取るため
に学籍番号の記入を求めたが，本研究の目的以外
には使用しないこと，個人情報を厳重に管理する
こと，本調査への協力は成績等には一切関係しな
いこと等を伝えた上で同意が得られた学生に調査
への回答が求められた。
⑴　問題行動対応効力感
　三本・金山（2010）の問題行動対応効力感尺度
を用いた（13項目５件法）。本尺度は「以下に書
かれているような特徴をもつ幼児（幼稚園・保育
所に通う子ども）がいるとします。あなたは，そ
れぞれの子どもの発達に望ましい変化をもたらす
ようなかかわりがどのくらいできると思いますか。
あてはまる数字一つに○をつけて下さい。」とい
う教示文の下で，「外在化問題への対応」（「人や
物に攻撃的である。」，「他の子どもがしている遊
びや活動のじゃまをする。」など），「内在化問題
への対応」（「他の子どもたちと一緒にいるとき不
安そうである。」，「仲間との遊びに参加しない。」
など）という２つの下位尺度から構成された。
⑵　幼稚園教諭としての被援助志向性
　田村・石隈（2006）の特性被援助志向性尺度を
使用し，教員養成の学生を対象に実施するに当た
り，「あなた自身が幼稚園教諭であると想定した
場合，自分一人で解決するには，非常に困難な問
題に直面した場合の「あなたの気持ちの傾向」を
想像してお答え下さい。あてはまる数字一つに○
をつけて下さい」という教示文を用いた（13項目
５件法）。「被援助に対する期待感」（「問題解決の
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ために，一緒に対処してくれる人がほしいと思う
方である」などの項目），「被援助に対する抵抗感」
（「他者に援助を求めると，自分は能力のない人
間と思われそうである」などの項目）の２つの下
位尺度から構成された。なお，田村・石隈（2006）
ではそれぞれの下位尺度名は「被援助に対する肯
定的態度」，「被援助に対する懸念や抵抗感の低さ」
（下位尺度に含まれるすべての項目を逆転項目と
して得点を算出）とされているが，本研究では本
田（2015）にならい，「被援助に対する期待感」，「被
援助に対する抵抗感」（逆転項目にせずに得点を
算出）という名称を用いた。

結果と考察

　１．プログラムの効果の評価
　プログラムの効果の評価について，効果測定に
使用した尺度得点の変化という量的データからの
検討を行った。調査への同意が得られ，２回の調
査のすべての項目に欠損値のなかった対象者の
データ（介入群：17名，対照群：７名）が分析に
用いられた。
　三本・金山（2010），田村・石隈（2006）と本
田（2015）と同じように各尺度得点を算出し，群
（介入群，対照群）と時期（pre，post）を要因
とする二要因混交計画による分散分析を行った
（Table 4）。その結果，問題行動対応効力感の「外

在化問題への対応」では時期の主効果（F＝9.75，
p<.01）と群の主効果（F＝9.26，p<.01）が有意
であり，preよりもpostの方が得点が高いこと，
ならびに対照群は介入群よりも得点が高いことが
明らかになった。また，「内在化問題への対応」
では時期の主効果に有意傾向が見られ（F＝3.93，
p<.10），群の主効果（F＝6.64，p<.05）が有意で
あり，preよりもpostの方が得点が高い傾向にあ
ること，ならびに対照群は介入群よりも得点が高
いことが明らかになった。
　これらの結果について，本プログラムに効力感
の向上効果があるという結果は本田（2018），金
山他（2018）と一致している。ただし，交互作用
が有意ではなく時期の主効果が有意であったこと
から，チーム援助体験型プログラムのみを受講し
た場合（介入群）の効果と教育実習に参加した場
合（対照群）の効果に明確な差は認められなかっ
た。言い換えれば本研究の結果からは，問題行動
対応効力感の向上効果は，15週にわたって週１回
実施したチーム援助体験型プログラムと４週間の
土日，祝日を除き連続して実施された幼稚園教育
実習のどちらも同じ程度である（チーム援助体験
型プログラムの方が優れているとも劣っていると
も結論できない）ことが示唆された。尺度得点の
変化という点において交互作用は有意ではなかっ
たものの，得点変化のプロセスにおいて，対照群
の問題行動対応効力感の向上は教育実習の中で実

Table 4　時期と群を要因とした分散分析

介入群 対照群 主効果
時期

主効果
群

交互作用
時期×群(n=17) (n=7)

pre post pre post F値 F値 F値
問題行動対応効力感

外在化問題 M 3.05 3.42 3.38 3.66 9.75** 9.26** .09
への対応 SD .28 .31 .32 .39 pre<post 介入群<対照群
内在化問題
への対応

M 3.18 3.60 3.77 3.86 3.93† 6.64* .93
SD .51 .45 .42 .30 pre<post 介入群<対照群

被援助志向性
被援助に対する M 4.44 4.66 4.05 4.21 3.31† 5.30* .05
期待感 SD .47 .47 .47 .44 pre<post 介入群>対照群
被援助に対する M 2.11 1.84 2.33 2.43 .23 3.04† 1.14
抵抗感 SD .73 .57 .80 .35 介入群<対照群

**p<.01, *p<.05, †p<.10.
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際に幼児への援助を行うことを通して高められた
ものであり，具体的な援助行動が伴うと考えられ
る点で本プログラム受講者との差異がある。この
差異が，プログラムの実施期間の長さが異なって
も効果が同程度であったことに影響している可能
性がある。今後の研究では効力感に加えて，実際
の幼児や保護者に対する援助行動やそのロールプ
レイ時の行動観察のデータを分析することで効果
のより詳細な検証ができるであろう。一方で，教
育実習では保護者に対する援助を行う経験は得ら
れ難い。チーム援助体験型プログラムの利点は
ロールプレイを通して保護者に対する援助につい
て体験的に練習できる点にある。今後は子どもの
問題行動に対応する効力感のみでなく，保護者へ
の援助や教育相談に関する効力感を測定すること
で本プログラムと教育実習の教育効果の違いを検
証することもできよう。
　被援助志向性への効果の分析では，下位尺度の
「被援助に対する期待感」に時期の主効果に有意
傾向が認められ（F＝3.31，p<.10），群の主効果（F
＝5.30，p<.05）が有意であり，preよりもpostの
方が得点が高い傾向にあることと，対照群よりも
介入群の方が得点が高いことが示された。「被援
助に対する抵抗感」には群の主効果に有意傾向が
あり（F＝3.04，p<.10），対照群は介入群よりも
得点が高いことが明らかになった。
　交互作用が有意ではなく時期の主効果が有意で
あったことから，本研究の結果はチーム援助体験
型プログラムと教育実習を受講した学生の総体と
して「被援助に対する期待感」が向上したと判断
するのが妥当であろう。とはいえ，「被援助に対
する期待感」が高まるという結果は本田（2018）
と異なり，自分一人で解決できない状況で他者に
援助を求めることを肯定的に捉えられるように
なった可能性がある。まだ研究が少ないために結
論を下すことはできないものの，今後も被援助志
向性への効果を検討する価値があると思われる。
さらに本田（2018）が指摘するように，教員養成
教育において本プログラムを実践する中で被援助
志向性が特に否定的な（困っていても援助を求め
ない）個人の変容を質的にとらえることも教員養
成教育の質向上という点で有意義であろう。

　２．本研究の限界と課題
　本研究の限界と課題を３点述べる。第１に，分
析対象者の人数が少なかった点である。チーム援
助体験型プログラムを行う群については，実施者
がある程度全体を見渡せる人数に絞ることが必要
であり（本田，2018），対象者の人数が増えるこ
とで教育効果が減じられる可能性も否定できない。
さらに対照群とする教育実習参加者の人数が学生
の希望に応じて増減するため，研究上操作できな
い。これらの実践的な教員養成教育という現実的
な制約の範囲内で統計的に望ましい対象者の設定
と分析方法の選択を行うことが求められよう。
　第２に，チーム援助の能力を直接測定する尺度
の開発である。本田（2018）も指摘するように本
プログラムの効果を最もよく反映すると考えられ
るチーム援助遂行に関わる態度やスキル等を測定
する信頼性と妥当性が支持された尺度は開発され
ていない。そのため，これまでの研究では様々な
尺度を用いて多角的に教育効果の検証が行われて
いる。これらの知見の蓄積も継続しつつ，教員養
成教育の中でチーム援助の能力を測定する尺度の
開発が求められる。
　第３に，本研究では対照群としてチーム援助体
験型プログラムを受講しておらず，かつ幼稚園教
育実習を受講した学生を設定したため，分析対象
者の人数が少なくなってしまった点に分析上の限
界がある。また，群の主効果が有意であり介入群
と対照群の等質性も十分に保障されていない。今
後はこの点を改善した分析が必要である。さらに，
チーム援助体験型プログラムの効果検証において，
未介入統制群との比較であればチーム援助体験型
プログラムの効果がより鮮明に得られたかもしれ
ないが，本研究の結果からはチーム援助体験型プ
ログラムと教育実習の間の効果に大きな差がない
ことが示唆された点に意義があろう。今後は未介
入統制群との比較を行ったり，チーム援助体験型
プログラムと幼稚園教育実習の間で差異が見られ
ると思われる変数（保護者への援助や教育相談の
効力感など）を用いて両群の効果を比較したりす
ることで，チーム援助体験型プログラムの効果を
より厳密に検証することが期待される。
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SUMMARY

Effects of Student Support Team Program in Kindergarten Teacher 
Training Compared with Teaching Practice

Masahiro HONDA

(Department of Education, Hakodate Campus, Hokkaido University of Education)

　　The purpose of this study is to examine the effects of student support team training applied for 
kindergarten teacher training. This program includes case studies and playing roles of mother and 
kindergarten teacher. The participants were 17 university students who took this program 
(intervention group) and 14 university students who participate in the teacher practice at 
kindergarten (control group). The questionnaires were completed twice, before and after the study. 
The results of ANOVA showed significant main effects of time (pre, post) but any interaction was 
not significant. The results showed that the scores of “efficacy to infant’s externalizing behavior,” 
“efficacy to infant’s internalizing behavior,” and “positive expectation for receiving help” were 
increased. The effects and limits of this program were discussed.
 


